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１．はじめに 

我が国における警察は，交番や駐在所を拠点とし

て地域警察活動に従事している．交番が主に都市部

に置かれ，複数の警察官が交代制で勤務するのに対

し，駐在所は主に農村部に置かれ，一人の警察官が

居住して勤務する．駐在所に勤務する警察官は，担

当地域を一人で担当しなくてはならないため，交番

に勤務する警察官よりも地域社会の協力に依拠して

おり，地域住民との緊密な関係を必要とする点

（Ames, 1981）に，交番との違いがある． 

2000 年代以降，こうした交番・駐在所の統廃合が

進んでいる．2003 年には，警察が緊急かつ重点的に

取り組んでいく対策を取りまとめた緊急治安対策プ

ログラムの中で，交番の機能強化として交番や駐在

所の集約が掲げられた（緊急治安対策プログラム，

2003）．当時，警察官が一人しかいない交番が多数存

在し，パトロールや事件事故の対応等の際に地域警

察官が担当の交番から不在になってしまう「空き交

番」問題が発生していた。これを是正するため，交

番の配置を見直し，一つの交番に勤務する警察官の

数を増やすことが求められた（警察白書，2004）．こ

れを受け，いくつかの都道府県警は警察施設の再編

計画を作成し，交番・駐在所の統廃合を進めている． 

交番・駐在所の統廃合は，都道府県警の方針に沿

って行われるため，実際には，例えば，複数の駐在

所を一つの交番に置き換えたり，廃止された警察署

を幹部交番として活用したりといった様々な統廃合

パターンが存在する．Ames（1981）は，警察施設の

統廃合について，警察と地域住民との地理的及び社

会的距離が拡大し，両者の意思疎通が困難になり，

警察の捜査や防犯活動の効率性を妨げる可能性があ

ると指摘しているが，都道府県警により実際に行わ

れる統廃合では，そうした事態を招かないように，

地域住民との関係性の維持に配慮されている．した

がって，どのような地域でどのように交番・駐在所

の廃止・新設が行われているかは，警察が地域住民

との関係をどのようにして維持しようとしているの

かの現れとみることができる． 

地域における施設立地に関する研究では，小学校

の統廃合の研究（石郷岡，1991）や都市施設（保育
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所，幼稚園，小学校，中学校，病院）分布の推移の

研究（鈴木・大城，2012）などの事例が見られるが，

交番や駐在所等の警察施設に着目した研究はない．  

そこで，本研究では，全国の交番・駐在所の廃止・

新設パターンの実態を把握し，都道府県ごとの廃止・

新設パターンの差異を明らかにすることを目的とす

る．これらの結果から，都道府県警ごとの地域住民

との関係性維持方策の違いを検討する． 

 

２．研究方法 

2.1．研究構成 

 交番・駐在所の統廃合が社会的に求められた 2000

年代前半に着目し，2001～2006 年間を対象に 3 つの

分析を行う．分析 1 では，交番・駐在所の廃止・新

設を区市町村単位で把握し，廃止・新設の全国的な

パターンを明らかにする．分析 2 では，区市町村ご

との廃止・新設パターンの構成を都道府県単位で比

較し，分析 3 では，特徴的な 4 つの府県を対象に，

各府県における廃止・新設パターンを再編計画の内

容と人口の点から解釈する．  

2.2．使用データ 

 2001 年版と 2006 年版の数値地図 25000（地名・公

共施設）に記載されている公共施設データから交番，

駐在所，派出所を抽出して使用する．ここで派出所

は，1994 年以前まで用いられてきた交番の名称であ

る．派出所は，1994 年の警察法改正後から交番へと

名称が転換されているが数値地図上の表現では混在

しているため，派出所データも抽出し，交番データ

と統合して扱う． 

また，都道府県警ごとに作成される再編計画では，

地域ごとの人口増減や事件事故発生状況などを考慮

した上で，交番・駐在所の再編の方向が検討されて

いることが多い．そのため，分析の空間単位は，県

単位でなくより詳細な分析を行っていく必要がある．

一方，数値地図上では交番，駐在所，派出所はポイ

ントデータとして記載されているが，精度に問題が

あり，厳密な位置は年次間でずれることがあるため，

場所レベルでの廃止・新設は判定することができな

い．そこで本研究では，区市町村を集計単位とした

分析を行う． 

2.3．廃止・新設の定義 

本研究では，交番数，駐在所数を，数値地図にお

ける各区市町村のポリゴン内に存在する交番，駐在

所のポイント数で計測し，交番数，駐在所数の変化

を 2001 年と 2006 年の差分で把握する．そのため，

例えば，ある区市町村内で 2001～2006 年間で交番 1

件の廃止と別の交番 1 件の新設があった場合は，そ

の区市町村の交番数の変化が 0 件となり，実際の廃

止・新設を追うことはできない．この点は本研究に

用いるデータ上の限界である．以下では，正確を期

すために，交番・駐在所の廃止・新設を，「交番・駐

在所の増減」と称することとする． 

 

３．分析 1：全国における交番・駐在所の増減パ

ターン 

3.1．方法 

 分析 1 では，全国の交番・駐在所の増減数を区市

町村単位で把握する．市町村合併による行政界の変

更の影響を受けないよう，集計に用いる行政界は

2006 年時点のもの（1970 自治体）を使用し，各区市

町村のポリゴン内にある交番数，駐在所数を集計し

た．2001 年と 2006 年それぞれで集計した交番数，

駐在所数から，増減数を算出した． 

次に，交番，駐在所の増減パターンを全国的に把

握するため，変化なしの区市町村（交番と駐在所の

両方の増減数がゼロの区市町村）を除いた 794 区市

町村を対象に，交番増減数と駐在所増減数を変量と

したクラスター分析を行った．各クラスターの特徴

を把握するため，交番増減数，駐在所増減数の平均

値を従属変数とした一元配置分散分析を行った． 

3.2．結果 

 全国の区市町村別の交番増減数，駐在所増減数を

算出し，その地理的分布を示した（図 1，2）．全国の

交番・駐在所数は，2001 年では交番 6,650 件，駐在

所 8,162 件，2006 年では交番 6,465 件，駐在所 7,179

件であり，両年間で交番は 185 件，駐在所は 983 件

減少していた．交番が最も減少している区市町村は

長崎県長崎市で 9 件，駐在所は福岡県久留米市で 

20 件減少していた．交番が最も増加している区市町

村は新潟県新潟市，静岡県浜松市，東京都港区で 4
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件，駐在所は福島県福島市で 5 件増加していた． 

Ward 法によるクラスター分析を行った結果，区市

町村は 3 つのクラスターに分類された．一元配置分

散分析の結果，クラスター間で交番増減数

（ F(2,791)=217.404,p<0.01），また駐在所増減数

（F(2,791)=984.361,p<0.01）において有意差が見られ

た． 第 1 クラスターは，交番が平均 0.49 件増加，

駐在所が平均 7.24 件減少，第 2 クラスターは，交番

が平均 1.44 件減少，駐在所が平均 0.43 件増加，第 3

クラスターは，交番が平均 0.34 件増加，駐在所が平

均 1.30 件減少しているクラスターであったことか

ら（表 1），第 1 クラスターを「駐在所大幅減少型」，

第 2 クラスターを「交番減少型」，第 3 クラスターを

「駐在所減少型」と解釈した． 

これら 3 クラスターに，変化のなかった区市町村

を「変化なし型」として加えた地図を図 3 に示す．

三重県や広島県，福岡県では，駐在所大幅廃止型，

駐在所廃止型に分類された区市町村が多い一方，岐

阜県や兵庫県では交番減少型の区市町村が多くみら

れるなど，都道府県単位で増減パターンの傾向が異

なる傾向が見られた． 

表 1 各クラスターの交番増減数・駐在所増減数の

平均値 

 

 

４．分析 2：都道府県間での交番・駐在所の増減

パターンの比較 

4.1．方法 

都道府県ごとの区市町村クラスター構成の相違か

を明らかにするため，区市町村 4 クラスターと都道

府県とで区市町村数をクロス集計し，カイ二乗検定

を行った．さらに，都道府県ごとに含まれる市区町

村クラスターの特徴をみるため，残差分析を行った． 

4.2．結果 

カイ二乗検定の結果，都道府県間で各クラスター

に対応する区市町村数の構成比に有意差が見られた 

 

図 1 区市町村別交番増減数の分布 

 

図 2 区市町村別駐在所増減数の分布 

 

図 3 交番・駐在所の増減から見た区市町村クラス

ターの分布 

交番増減数 駐在所増減数

駐在所大幅減少型
0.49

(2.06)

-7.24

(3.11)

交番減少型
-1.44

(1.39)

0.43

(0.95)

駐在所減少型
0.34

(0.72)

-1.30

(0.91)

平均値
（標準偏差）
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（𝜒2=760.72,df=138,p<0.01）．次に，残差分析を行っ

たところ，26 都道府県において，特定のクラスター

に含まれる区市町村数の構成比が 5％水準において

有意に多いことが確認された．調整済み残差をもと

に特に各クラスターとの結びつきが最も強かった県

をみると，駐在所大幅減少型は秋田県（調整済み残

差 10.16,p<0.01），交番減少型は岐阜県（調整済み残

差 5.28,p<0.01），駐在所減少型は三重県（調整済み残

差 4.46,p<0.01），変化なし型は大阪府（調整済み残差

5.76,p<0.01）との結びつきが強いという結果となっ

た（表 2）．  

 

５．分析 3：事例分析 

5.1．方法 

分析 2 で特徴が見られた 4 府県（秋田県，岐阜県，

三重県，大阪府）を対象に，各府県の再編計画の内

容や人口分布の観点から，各府県における交番・駐

在所の増減パターンをさらに詳しく検討していく．

ここでは，4 府県それぞれにおいて，2001 年時点の

人口の平均値を従属変数，区市町村のクラスターを

水準とした一元配置分散分析を行った．なお，人口

データは住民基本台帳を使用し，2001 年時点の人口

データは 2006 年時点の行政界に合わせて集計して

いる．また，情報が入手可能な府県について再編計

画の内容を合わせて検討した． 

5.2．結果 

一元配置分散分析を行った結果，秋田県では，ク

ラ ス タ ー 間 で 人 口 に 有 意 差 が 見 ら れ た

（F(2,22)=4.75,p<0.05）．Turkey 法による多重比較の

結果，5%水準において，駐在所大幅減少型の区市町

村の人口が変更なし型の区市町村の人口よりも多い

傾向があることがわかった（図 4）．岐阜県ではクラ

スター間で人口に有意差は見られなかった

（F(2,39)=0.17,p>0.1）（図 5）．三重県では，クラスタ

ー 間 に 人 口 の 有 意 差 が 見 ら れ た

（F(2,26)=6.60,p<0.01）．Turkey 法による多重比較の

結果，5%水準において，駐在所大幅減少型の区市町

村の人口が駐在所減少型の区市町村の人口よりも高

く，1%水準において，駐在所大幅減少型の区市町村

の人口が変更なし型の区市町村の人口よりも高い傾 

表 2 各クラスターの調整済み残差（47 都道府県） 

 

北海道 -2.29 * 2.50 * -5.17 ** 3.60 **
青森県 0.56 0.34 2.83 ** -2.90 **
岩手県 -1.12 1.70 -0.11 -0.66
宮城県 3.21 ** -2.49 * 2.46 * -1.60
秋田県 10.16 ** -1.96 * 1.94 -4.08 **
山形県 -1.12 4.73 ** -0.51 -2.40 *
福島県 -1.49 0.36 -3.8 ** 3.60 **
茨城県 -0.42 -2.17 * -0.86 2.40 *
栃木県 -1.09 -1.74 -0.75 2.25 *
群馬県 -1.18 -2.46 * 0.68 1.55
埼玉県 -1.71 2.51 * -1.05 -0.19
千葉県 -1.49 -0.40 -0.13 0.94
東京都 -1.50 4.89 ** 0.41 -3.17 **
神奈川県 -1.45 0.92 -1.79 1.45
新潟県 1.70 -1.82 1.49 -0.66
富山県 0.70 0.02 -0.94 0.55
石川県 -0.82 -1.03 1.36 -0.17
福井県 -0.78 1.98 * -1.16 -0.08
山梨県 -1.02 0.65 -0.82 0.64
長野県 -1.10 -1.91 -2.98 ** 4.30 **
岐阜県 -1.23 5.28 ** -2.91 ** -0.67
静岡県 -0.42 0.54 0.93 -1.02
愛知県 -1.05 -1.47 0.69 0.80
三重県 5.17 ** -2.12 * 4.46 ** -4.32 **
滋賀県 0.13 -0.25 0.86 -0.62
京都府 -1.17 -0.49 0.39 0.43
大阪府 -1.55 -2.11 * -4.31 ** 5.76 **
兵庫県 -1.33 4.50 ** -1.56 -1.26
奈良県 -1.18 -1.98 * -0.09 1.88
和歌山県 -1.04 1.11 -1.77 1.15
鳥取県 2.99 ** -0.35 3.53 ** -3.93 **
島根県 -0.86 -1.15 0.53 0.65
岡山県 -1.02 -1.01 0.50 0.64
広島県 5.05 ** -2.15 * 4.29 ** -4.10 **
山口県 0.30 -0.57 -0.10 0.37
徳島県 -0.92 -1.32 0.16 1.11
香川県 0.57 -0.18 -0.59 0.42
愛媛県 -0.84 -0.42 3.32 ** -2.27
高知県 -1.12 -2.33 * 2.70 ** -0.32
福岡県 6.41 ** 2.12 * 4.23 ** -7.50 **
佐賀県 -0.91 -0.64 1.26 -0.32
長崎県 2.57 * -1.26 4.22 ** -3.74 **
熊本県 1.91 -1.87 4.35 ** -3.18 **
大分県 3.12 ** -0.96 3.20 ** -3.26 **
宮崎県 -1.05 -0.05 -0.14 0.55
鹿児島県 -1.33 -0.63 -2.92 ** 3.46 **
沖縄県 -1.21 -1.59 -2.86 ** 4.02 **

* : p<0.05 , ** : p<0.01

駐在所
大幅減少型

交番
減少型

駐在所
減少型

変更
なし型
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向があった（図 6）．大阪府ではクラスター間で人口

に有意差は見られなかった（F(2,62)=0.30,p>0.1）（図

7）．つまり，駐在所の減少に特徴のある府県では，

人口規模の比較的大きい区市町村の駐在所が減少し

ているが，交番の減少については人口規模との関係

は確認されない． 

 以上の結果に再編計画の記述を合わせて，4 府県

の区市町村単位での交番・駐在所の増減パターンの

解釈を行うと以下の通りである． 

 秋田県では 2005 年に組織機構の再編整備計画が

作成されている．同計画では交番・駐在所にも言

及され，38 交番 190 駐在所を 47 交番 100 駐在所

にすると述べられている．また，複数の警察署が

統合され，残った庁舎を，幹部交番として活用す

ることが記載されている（朝日新聞，2004）．図

8 に秋田県の区市町村ごとの増減クラスターと 

 

図 4 クラスターごとの区市町村の人口（秋田県） 

 

 

図 5 クラスターごとの区市町村の人口（岐阜県） 

人口を示す．一元配置分散分析の結果（図 4）

から，駐在所大幅減少型の区市町村の多くは

90,000 人前後の人口規模である．その中でも由

利本荘市や大仙市など人口が多い区市町村で

は，交番数が増加しているところもある．つま

り，秋田県の人口が多い区市町村では，複数の

駐在所から一つの交番への転換が図られてい

ると考えられる．これは，警察署の幹部交番へ

の転換や交番の新設によるものである可能性

がある．一方で，変化なし型の区市町村は一元

配置分散分析の結果から，4,000 人前後の区市町

村が多く，その区市町村に一つしか駐在所が存

在していないため，これ以上減らすことができ

ない区市町村であると判断される． 

・ 岐阜県では，2004 年に再編計画が作成されてお

り，その中に，駐在所を再評価し，地域の現状に 

・  

図 6 クラスターごとの区市町村の人口（三重県） 

 

図 7 クラスターごとの区市町村の人口（大阪府） 
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合わせて交番から駐在所へ転換する旨が記載

されている．図 9 に岐阜県の区市町村ごとのク

ラスターと人口を示す．交番減少型の区市町村

をみてみると，大垣市や各務原市のような県内

では規模の大きい都市においても交番が減ら

され，駐在所が増えている．これは，再編計画

に記載された方針の表れとみることができる．

一元配置分散分析の結果（図 5），クラスター間

に人口の差がなかったことから，岐阜県では，

人口とは関係なく，交番・駐在所の再編が行わ

れていることが考えられる． 

 三重県では，2005 年に再編計画が作成されてお

り，事件事故の発生数の多い駐在所を交番に転 

 

図 8 秋田県の区市町村ごとのクラスターと人口 

 

図 9 岐阜県の区市町村ごとのクラスターと人口 

換すること，また，業務量が極端に少ない駐在

所は近隣の交番・駐在所に統合する旨が記載さ

れている（朝日新聞，2005）．図 10 に三重県の

区市町村ごとのクラスターと人口を示す．一元

配置分散分析の結果（図 6）から，駐在所大幅

減少型の区市町村は 150,000 人前後，駐在所減

少型の区市町村は 50,000 人前後の区市町村で

ある．駐在所減少型の区市町村では，駐在所数

は減っているが交番数は変化していないとこ

ろが多く，一方で駐在所大幅減少型の区市町村

では，交番数が増加しているところが多い．こ

のことから，事件事故の発生が多いと考えられ

る人口が多い区市町村では駐在所から交番へ 

 

図 10 三重県の区市町村ごとのクラスターと人口 

 

図 11 大阪府の区市町村ごとのクラスターと人口 
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の転換が起こっており，人口が少ない区市町村

では，近隣の交番・駐在所に統合されたことが

考えられる． 

・ 大阪府では， 2016 年に警察施設類型別計画で

交番等の適正配置について記述があるものの

（大阪府警察，2016），2001 から 2006 の間で再

編計画は策定されていない．図 11 に大阪府の区

市町村ごとのクラスターと人口を示す． 65 区

市町村中 61 区市町村が変更なし型であり，この

時期に大幅な交番・駐在所の廃止・新設は進め

られていなかったと言える．この点について大

阪府警に問い合わせたところ，「空き交番」問題

には交番・駐在所の統廃合ではなく，警察 OB で

ある交番相談員を増員することで対応していた

ことがわかった． 

 

５．おわりに 

 本研究では，2001～2006 年間を対象に，交番・駐

在所の増減の全国的傾向を把握するとともに，都道

府県ごとの差異を明らかにした． 

分析の結果から，都道府県ごとに再編計画の方針

が異なり，人口規模との関連性の違いに表されるよ

うに，様々な地理的パターンで交番・駐在所の再編

が進められていることがわかった．各都道府県警は

地域に合った形で統廃合を進めることで，地域警察

活動のサービス維持に努めていることが推測される． 

ただし，この点については，今後，今回取り上げた

4 府県以外についても分析を行い，各都道府県の増

減パターンの背景を探っていく必要があるだろう． 

 本研究では，数値地図 25000 において確認できる，

各区市町村内にある交番・駐在所のポイント数の増

減から交番・駐在所の廃止・新設を捉えているため，

廃止・新設を伴わずに隣町へ移転する場合や，廃止

と新設が同じタイミングで発生する場合，廃止・新

設を伴わない単なる建て替えの場合など，多様なパ

ターンを網羅できていない．この点については，例

えば 一つの県に絞り，官報等で交番・駐在所の廃止・

新設を追うなど，より精緻な方法を用いることが求

められる． 
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